
１．はじめに

国連　障害者の権利条約を批准するにあたって，障

害のある人々に関する施策について，今後，非常に大

きな変化が起きる可能性がある。障害者制度改革推進

のための第二次意見（2010）では，教育の分野では，

インクルーシブ教育を指向する流れが求められ，障害

者基本法の策定には，その基本的理念として基本的人

権の享有主体，地域で生活する権利，自己決定の権利

とその保障，情報アクセスと言語・コミュニケーショ

ンの保障が言及されている。更に労働及び雇用，合理

的配慮等の提供による雇用及び労働の質の向上があげ

られている。このなかで「労働能力を向上させるため

に必要な支援（職業生活を維持，向上するための人的，

物理的支援や生活支援，通勤支援を含む移動支援，コ

ミュニケーション支援を含む）が行われることが必要

であり，これにより，障害者の雇用及び労働における

処遇や技能の向上を図るべきである」としている。こ

の意味では，広島大学において，障害のない職員が13

人に対して，知的障害のある職員21人を雇用するとい

う障害者雇用推進計画を実行してきたことは，障害者

制度改革推進のための第二次意見の先取りともいえよ

う。しかし，一般の事業所では不可能な程の「手厚い」

支援があっても，就業維持困難者が見られる。更に，

一般の事業所による事業よりもコストがかかるなどの

課題も解決しなければならない。

２．障害者雇用ならびに関連する研究について

１）これまでの研究経過

広島大学附属東雲中学校の生徒の就業を考え，広島

大学東広島キャンパスでのキャリア教育，卒業した後

の後期中等教育内での職業実習の実施を行い，生徒の

就職を進めるための準備を行ってきた。しかし，広島

大学で働く知的障害のある人々の継続的就業，雇用コ

ストから見た場合などの様々な課題があることも明ら

かになった。このような状況の中で，「S o c i a l

Enterprise（以下，社会的企業とする）」に注目し，

これからの広島大学における障害者，特にメンタルな

障害のある人々の雇用の継続と拡大の在り方について

議論したい。

本研究紀要の一連の論文では，2007年度に「特別支

援教育制度下における新たな交流及び共同学習に関す

る研究」というテーマで研究を行い，附属東雲中学校特

別支援学級では「共生意識を育み，真の障害者理解・

相互理解を図るための交流形態に関する研究」で実践

を行った。このなかで議論を深めたのは，中教審等で

たびたび出てくる「共生社会」という言葉は，決して

情緒的な言葉ではなく，それが示すものは，1960年代

における古典的社会民主主義，1980年代に起きた新自

由主義，社会的格差の増大と社会不安の増大，それを

是正するための第３の道として，いわば，古典的社会

民主主義と新自由主義の折衷様式としての「共生社会」

であることを論じた。そして，共生社会を構築するた

めには「交流又は共同学習」が重要であるとした。

2010年度に行った，「大学キャンパスを利用した特
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別支援学級在籍生徒のキャリア教育の実証的研究」で

は，広島大学附属東雲中学校による「中学校特別支援

学級における就労を目指したキャリア教育の実践研究

―個と集団のかかわりによる生徒の変容を追って―」に

よって，大学のキャンパスを利用したキャリア教育を

行い，前期中等教育からのキャリア教育を通して，就

業への準備を行う取り組みを行った。一方，後期中等

教育における取り組みは，大学キャンパスに近い県立

知的障害特別支援学校高等部の生徒が大学構内で職業

実習を行った。このとき，この特別支援学校で介護等

体験実習を行う広島大学学生が参加・支援した。

２）広島大学における障害者雇用の状況

一昨年より，広島大学では，財務・総務室に「障が

い者雇用推進室」を設け，各室及び部局等と連携のも

とに，広島大学として障害者雇用を推進することにな

った。在職する障害のある職員の今後の退職も考慮し

て，2010年を目途に計25人の障害者雇用を目標とした。

2009年度を初年度として，東雲地区と東千田地区をモ

デルケースとして，他のキャンパスへも展開し，モデ

ルケース以外の職域開発をめざすとしている。そして，

広島大学東雲地区で，障害のある人２人，支援調整員

１人，同東千田地区では，障害のある職員４人，技術

指導員２人，支援調整員１人，同歯学部では障害のあ

る職員６人，技術指導員３人，支援調整員１人，教育

学研究科では障害のある職員９人，技術指導員２人，

支援調整員１人を雇用する計画が実施された。障害の

ある職員の障害カテゴリーは，主として知的障害であ

る。技術指導員は時間給雇用，支援調整員は退職職員

の再雇用である。しかしながら，このような手厚い支

援のある雇用においても就業の継続ができない人々が

見られることも確かで，これまでの雇用とは異なる組

織の在り方を試みる必要がある。また，運用コストか

らすると一般の事業者の事業よりもコストがかかり，

このままでは，障害者雇用の枠が広がらない恐れもあ

ると感じられた。

３．社会的企業について

１）社会的企業の歴史

中川（2005）は社会的企業の歴史を以下のように説

明している。社会的企業は英国で始まり，産業革命期

から現在まで約250年の歴史がある。1770年前後から

1880年前後にかけてイングランドとスコットランドで

生活必需品を買うための共同組合組織が作られた。こ

れは，必需品の価格高騰による生活防衛のための組織

として作られた。その後，貧民救済や失業問題と連動

させて，その目的の中にコミュニティ再生も入ってき

た。そして，ブリテン島では，産業革命の成果によっ

て，高い生産力を生み出せるようになったが，資本家

や雇用主と労働者の格差が拡大し，コミュニティの荒

廃も進んだ。そして，協同組合の目的の中にコミュニ

ティの再生もあがるようになった。

英国には既に，このような伝統があった。さらに

1980年代以降，新自由主義が勃興し，社会・環境問題

として，高齢化社会，障害者雇用，地球環境，女性，

ホームレス，青少年教育，コミュニティ開発，途上国

援助などの様々な問題が生じた。欧米においては，小

さな政府化が進められ，諸問題の解決を全て政府が行

う代わりに，選択肢の一つとして社会的企業が誕生し

た（谷本，2006）。

障害者の雇用創出のために特に作られたものは，ソ

ーシャル・ファーム（Social Farm）とよばれており，

これは，社会的企業の１つである。ソーシャル・ファ

ームは1970年代にイタリアで，1980年代にオランダ，

ドイツで始まった。当初は，主として精神障害者のソ

ーシャル・ファームとして出発したものである（日本

障害者リハビリテーション協会，2008）。

２）社会的企業の位置付け

図１は，社会的企業の位置付けを説明したものであ

る。一番左端は，従来の企業であり，経済的価値の創

造を主として行い，極論すれば違法なことをしないで

経済活動に専念すれば，誰も非難しないという企業の

あり方である。しかし，近年多くの会社で経済的価値
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図１　社会的企業の位置付け（鄭茂晟，2008，を一部改変）



の追求だけでなく，チャリティー活動や一市民として

地域に貢献するなどの常識が高まり，CRS（Corporate

Social Responsibility：会社の社会的責任）という認

識が，21世紀に入ってからヨーロッパでは重要となっ

てきた。日本のCSRについては，環境問題に熱心な会

社は多いが，社会問題への取り組みを行う起業は少な

い（藤井，2005）といわれている。ただ，会社の中に

も経済的価値ではなく，社会的責任を本業とする会社

もある。例えば環境問題の解決を職業とする企業等が

これにあたる。これらの企業が，社会的企業を指導し，

その主たる内容は環境分野のサービス，教育，保健，

社会福祉，文化，保育，芸術・観光，森林保全，老人

施設建設，家屋修繕等である（鄭茂晟，2008）。

これまでの非営利団体は，図１の一番右側に該当す

る。この団体は，従来のように障害者のデイケアある

いは収容を主たる目的としている。障害者福祉という

社会的価値の実行が主で，そこでは，労働を行い生産

するという視点がないという点で非営利団体である。

次に，利益を上げる非営利団体だが，これは，そこで

生産したりサービスを行うことによって，しばしば，

なにがしかの収益を得る組織である。社会的企業は，

社会的価値の創造を実行すると共に，経済的な価値を

創造するのがその目的である。多くのヨーロッパ諸国

では社会的企業にかかわる国内法の整備が進められて

いる。ベルギー，フィンランド，フランス，イタリア，

ポーランド，イギリスにおいてこうした国内法が作ら

れている（OECD，2009）。図２は，英国における社会

的企業の概念図である。社会的企業Ａの領域は，行政

の１つの部門の民営化や公務員の起業によるものであ

る。社会的企業Ｂは，ボランティア組織が収益を上げ

るもの。社会的企業Ｃは，企業が社会的課題の解決を

収益事業として行うものを指している。更に，いずれ

の領域にも属さないものがあるとしている（谷本，

2006）。

３）日本における障害者関連の社会的企業について

日本では，欧米と比較すると，社会的・公共的な問

題の解決に積極的に市民が活動にしてこなかった。国

や地方の政府がそれを行うという意識が強かったため

である。特に障害者や高齢者については，政府が施設

を作り措置するという形態が続いており，これらの分

野を企業として考える発想はほとんどなかったと考え

られる。

しかし，1980年の「こころみ学園」による有限会社

ココ・ファーム・ワイナリー（川田，1982，川本，2005），

1983年の「たまり場ぱれっと」の設立があり，1993年

にヤマト福祉財団による小規模作業所パワーアップセ

ミナーによる啓発活動と助成活動が発足した。この活

動により，1998年にはスワンベーカリー１号店が設立

され（小倉，2003），現在，全国に24店，282人の障害

者が雇用されている。谷本（2006）は，1995年１月17

日の阪神淡路大震災は，自然災害に対する危機管理だ

けでなく，豊かな安定した生活を築いたとしても，一

気に崩れ去るという現実に直面し，従来の社会経済シ

ステムの枠組みの再考するとともに制度の枠組みを超

えてボランタリーに助け合う意味を知らされたとして

いる。その結果，ボランティア活動が高まり，1998年

から2010年の12年間で，特定非営利活動に基づく申請

受理数および認証数は41,411件（内閣府NPOホームペ

ージ，2011）となっている。しかし，日本ではまだ，

社会的企業についての制度は確立されていない。

障害者制度改革推進のための第二次意見（2010）で

は，【多様な就業の場の創出及び必要な仕事の確保】

の項目で「企業や公共機関での雇用に加え，自営・起

業，社会的事業所や協同組合での就業，並びに在宅就

労等を含む，多様な就業の場が創出」される必要性を

論じている。ここで言及している「社会的事業所」と

は，障害者共同作業所の展開型ともいえる。

滋賀県彦根市（2007）の例で見ると，「社会的事業

所」の構成要件は以下のようになっている。①障害者

従業員が５人以上20人未満で，かつ，障害者の雇用割

合がおおむね50％以上（実人数算定）であること。②

障害者従業員が就労を継続し，維持できるように支援

する機能を有していること。③社会的事業所内外にお

いて，障害者理解等の啓発活動を行っていること。④

社会的事業所の経営の意思決定機関に障害者従業員が

参画していること。⑤従業員全員と雇用契約を締結し

ていること。⑥労働保険（労働者災害補償保険・雇用

保険）の適用事業所であること。⑦事業所としての経

営方針および経営計画が適切であるとともに，利益を

上げるための経営努力がなされていること。しかし，

上記の構成要件には，どのような職種が対象となるか

は，具体的に示されていない。

更に，箕面市（2007）は「箕面市における障害者事

業所が行う社会的雇用の今後のあり方について～最終
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図２　社会的企業の種類（谷本，2006，一部改変）



報告～」で，社会的雇用の特徴として：①障害者の働

く権利を保障する雇用助成金を受給しつつ，経営を行

っていること。②事業収益を上げ，事業と雇用助成金

を併せて，最低賃金を保障していること。③障害者が

主体として経営に参加し，自らが主体的に働ける事業

をおこし，障害者自身を雇用すること。④障害者と健

常者が対等に事業に参加し，成果を共に分け合ってい

ること。⑤事業所内での対等で主体的な働き方を軸と

して，障害者が事業を通じて地域とつながり，人と人

とのつながりを生み出し，地域コミュニティの再生に

寄与していることをあげている。そして，社会的雇用

は，高齢者や母子家庭の母親，外国籍の市民等，就職

困難者といわれる人々の雇用につながっていると述べ

ている。更に重要なことは，社会的雇用制度の創造に

より，１人の障害者が非就労から就労へシフトするこ

とで，最大年間約90万円の社会的コストを削減できる

としている（箕面市，2010）。これと全く同じ論点を

Westall（2001）も述べている。

４）韓国における社会的企業について

韓国における社会的企業は，2008年の社会的企業育

成基本計画によって始まり，以下のように定義付けら

れている。すなわち，社会的企業とは「脆弱階層に社

会サービス，または職場を提供し，地域社会に貢献す

ることによって，地域住民の生活の質を高めるなどの

社会的目的を追求しながら，財貨およびサービスの生

産・販売や営業活動をする企業として認定を受けるも

の」と規定されている。そして，社会的企業は，社会

的目的を追求する企業であること，営業活動遂行企業

であること，そして認定される要件を備えていること

の３つの要件を全て満たさなければならない。法規定

上，社会的企業は社会サービス提供型と職場提供型そ

して地域社会に貢献する社会的企業の３種類があると

されている（姜・落合，2011）。

５）韓国の社会的企業「WE CAN」について

執筆者の１人は，2010年７月に韓国京畿道高陽市徳

陽区碧蹄洞にある社会的企業のWE CANを訪問した。

この社会的企業は社会福祉法人シャルトウル修道女会

が運営している。2001年２月に設立され，知的障害者

40人を雇用して，クッキーの製造を行っている。2007

年から社会的企業として政府に認可された。経済的雇

用としてクッキーの製菓技術の習得・生産，社会的雇

用として職業リハビリサービスの実施を行っている。

これは，知的障害という特性を考え，企業での経済的

活動のための指導だけでなく，余暇生活支援を含む職

業リハビリサービス的な取り組みを行ない，安定した

継続雇用をめざすために行っている。

経済的活動の部分では，クッキー生地の練り行程チ

ーム，型枠を使った成形チーム，包装チームといった

ように，仕事の内容を勤労者の能力に合わせて分業し

ている。クッキーを作る素材としては国内産麦，有機

栽培による砂糖，有精卵を使用することによって付加

価値を付けて生産している。更に，施設管理チーム，

道具管理チーム，環境管理チーム，行事管理チームに

分かれ，工場の清掃，機械の管理，イベントの準備等

をそれぞれの能力にあったチームで担当している。ク

ッキーは，ホームページで宣伝・販売され，韓国社会

福祉共同募金会広報大使でタレントのチェ・シラ女史

が，このWE CANの専属広報大使として活躍している。

さらにWE CANでは，職業リハビリテーションサ

ービスの具体的な内容の１つとして，2003年から治療

共同体アプローチと呼ばれる支援を行っている。治療

共同体アプローチとは，アルコール・薬物などの依存

症者の治療回復のために，互いに支援しながら，回復

と成長の道を見つけていく方法である（O'Brien M.W

and Henican, E.（1997））。ここでは，対象が知的障

害のある人々なので，支援内容は緩やかに設定されて

いた。それらをあげると，①モーニングミーティン

グ：哲学斉唱（仕事上重要な事柄を声に出して皆で暗

誦し，朗読する）。お知らせ：今日の予定の確認や歳

時を祝う。「上手にできるよ」の時間：守られていな

い就業上の規則の反省を行い，助け合いながら改めて

行く時間。「賞賛袋」の時間：うまくできたことをほ

めあう時間。「たのしいな」の時間：リトミック等の

動きで自由に表現する時間，②集団での話し合い，③

真実の出会い（Pull ups：生活全般の反省点を出し合

う），④役割遂行（工場の清掃，機械の管理，イベン

トの準備等），⑤セミナー（金曜日に，目的・規範の

確認，規則の確認）であり，必要に応じて⑥箱庭療法

や成人勤労者のための正しい性知識や異性理解を養う

個別の性教育プログラムが実施されている。

４．社会的企業の対象者と事業について

韓国が社会的企業の対象としている脆弱階層につい

ては，「必要な社会サービスを市場価格で購入するこ

とに困難があり，労働市場の通常の条件で就職が特に

困難な階層」と明示している。そして具体的には ①

世帯月平均所得が全国世帯月平均所得の60％以下であ

る者，②高齢者（55才以上の者），③障害者（重度障

害者含む），④売春被害者，⑤長期失業者などである。

長期失業者とは，失業期間が１年以上で，認定範囲は，

青年および一部の女性の早期退職者，あるいは結婚後

の就業停止者，脱北者，家庭内暴力被害者，片親家族

支援法の対象保護者，結婚移民者，更生保護対象者

（刑期修了者あるいは，同様の理由で就職が困難な者），
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犯罪被害者保護法による救済対象者などである。この

ように，韓国の場合，対象が障害者のみではなく，い

わゆる「社会的弱者」を中心として構成されている。

具体的な事業として，村おこし，都市再開発，都市農

村連携，エコ代替エネルギーの開発および普及，地域

エコ有機農産物の生産・加工・流通や学校給食との連

携，地方自治体のリサイクル委託事業，伝統的家屋・

文化財保護事業が行われている（姜・落合，2011）。

なお，韓国の社会的起業の対象者の要件はOECD

（2009）が社会的企業の対象者としている内容とほぼ

同じである。

５．日本における社会的企業の必要性について

韓国は，社会的企業を立ち上げた理由として，成長

率の低下，社会の二極化現象，出生率の低下と高齢化，

家族構造の変化，将来への不安を挙げている（姜，落

合，2011）。また，韓国が「雇用なき経済成長」期に

入ったと述べられている（Newsweek，2010）ことも

一つの要因である。日本では，この言葉はまだ使用さ

れていないが，近年の大学卒業生の就職難や若年労働

者の失業率の高さを見ると，日本もその相に入りつつ

あるのではないかと推察される。また，韓国では少子

高齢化についても言及されているが，高齢社会白書

（内閣府，2010）によると，2005年現在，日本の高齢

化率は20.1％であるが，同年の韓国の高齢化率は9.3％

であり，日本の1980年代前半と同じ状態である。韓国

は1997－98年度に財政破綻を起こし，IMF管轄下にお

かれ，財政改革，財政削減が行われ，経済の効率化も

加速化した歴史があった。日本においても国と地方の

財政債務が他の国に例を見ないほどの高さであること

を考えると，財政問題も大きな政治課題であることは

間違いない。IMFの指導による「小さな政府」政策か

ら社会的企業が創出されたことは，奇しくも英国で行

われた後20年経って，韓国においても実施されたわけ

である。日本においても「転ばぬ先の杖」として，準

備する必要があるのではないかと考えられる。

６．広島大学における社会的企業創出の可能性と展望

１）社会的企業を創出する意味

現在，広島大学における障害者雇用は，法定雇用率

による障害者雇用を遵守する目的で行われている。ま

た，技術指導員や支援調整員も同時に雇用するという

全国の大学でも珍しい，非常に手厚い雇用体系を取っ

ている。しかし，このような労働条件でも継続的に就

労ができない人々がおり，コスト面から考えると一般

事業所よりも高いなどの課題もある。今後，新しい雇

用形態を考える必要があるだろう。障害者制度改革推

進のための第二次意見（2010）で述べられている社会的

事業所や協同組合での就業とは，まさに「社会的企業」

を示しているのではないか。この意味で，現在の広島大

学の雇用を社会的企業のモデル事業として位置づける

ための方策を模索し始める時期にきているといえよう。

２）就労プラス日常生活・余暇支援の実施

現在の雇用の方法は，手厚い支援は行なわれている

が，一般の就労と同じように一定の労働効率が求めら

れている。しかし，知的障害の特性を考慮すると，安

部（2004）が述べているように，職業指導だけでなく

生活支援，余暇支援も実施しないと継続的雇用が維持

できないとすれば，これらの支援も行わなければなら

ない。しかし，予算規模が縮小されるなかで，生活支

援や余暇支援を大学が行うには，さまざまな限界があ

る。広島大学のキャンパスでも保護者会などの支援団

体によって，生活支援や余暇支援が行われ，就業の定

着もはかられている。しかし，全てのキャンパス，全

ての人々に可能なわけではなく，何らかの対策が必要

である。この時，学生や教職員によるボランティアや，

特別支援教育を専門とする学生が，自分たちの専門性

を高めるために生活支援や余暇支援活動に参加し，学

生リソースを有効活用することも１つのアイデアとし

て考えられる。

３）広島大学の在学生に対する意義

カナダのケベック州では，地域開発の必要性が大き

な課題となっている。その背景として，少子高齢化に

よる集落の消滅，身近なサービスの閉鎖，女性の労働

市場への進出が増加することによる託児所の必要性，

失業者を労働市場に参加，職業的統合などの問題が生

じ，更に高齢者向けの在宅サービスの必要性が生じた

ことにより，社会的企業の創出への道を歩むことにな

った（OECD，2009）。日本においては，韓国やケベ

ック州以上に深刻な問題がある。特徴的には限界集落

の問題である。限界集落とは，「65歳以上の高齢者が

集落人口の50％を超え，独居老人世帯が増加し，この

ため集落の共同活動の機能が低下し，社会的共同生活

の維持が困難な状態にある集落」をいう（曽根，2010）。

2007年現在，限界的集落が全国で7,878ヵ所あり，中

国地方（2,270ヵ所），九州（1,635ヵ所），四国（1,357

ヵ所），東北（736ヵ所）の順に高い（国土交通省，

2007 a，b）。ちなみに，広島大学全体の学生の出身地

は，中国地方から46.5％，九州から23.2％，四国から

10.6％となっている。このような状況の中で，広島大

学の学生が卒業後，地元に帰る場合，大学で学んだ専

門性をいかすだけでなく，自分が住んでいる地域の活

性化あるいは消滅を避けるための組織への参加・組織

化できる意識や能力を身につけておかなければならな
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いだろう。英国や韓国は財政破綻によるIMFによる監

督・指導という状況によって社会的企業が創出された

が，広島大学でも学内の障害者雇用事業を基盤に，社

会的企業の在り方を研究する必要がある。OECDや海

外のビジネス・スクールでも社会的企業又は社会的起

業家の育成が行われている。広島大学においても社会

的企業家の育成に向けた全学的な取り組みが早急に必

要であろう。

７．おわりに

これまで，大学のキャンパスを利用した附属東雲中

学校特別支援学級を対象としたキャリア教育，職業実

習訓練等を行い，障害のある生徒の雇用に向けての研

究を行ってきた。広島大学では20人以上の知的障害の

ある人々が雇用され，10人以上の支援のためのスタッ

フが雇用されている。これは，障害者制度改革推進の

ための第二次意見を先取りしたような状況である。し

かし雇用の継続のためには，職業指導だけではなく生

活支援や余暇支援が必要である。しかし，予算の制限

もあることを考えれば，ボランティア的要素を取り入

れた雇用・就労支援を行う社会的企業の創立に向けて

何らかの準備をする時期にきているのではないだろう

か。広島大学の学生の多くは日本でも少子高齢化が顕

著な地方の出身である。本学において社会的企業の創

出のための試みを行うことは，彼らの故郷が抱える

様々な課題を解決し，持続可能な社会の在り方を考え

るためのヒントになるのではないかと考える。
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